
２０２３年１１月９日 

九州電力株式会社 

 

 

平時の周辺住民への情報提供について 

 

 

玄海及び川内原子力発電所 原子力事業者防災業務計画に定めている「周辺住民に対する活動」

（①放射性物質及び放射線の特性、②原子力発電所の概要、③原子力災害とその特殊性、④原子力

災害発生時における防災対策の内容）については、以下の取り組みを実施している。 

 

 訪問活動等による情報提供 

 発電所見学会 

 周辺住民に配布している広報媒体による情報提供 

 当社ホームページによる情報提供※ 

 原子力情報公開コーナーでの資料公開 

 

       ※当社ホームページ掲載箇所 

        ○当社の原子力発電 

         http://www.kyuden.co.jp/nuclear_index_8610.html 

        〇発電施設電子パンフレット（玄海、川内） 

       http://www.kyuden.co.jp/company_pamphlet_book_plant_index.html 

○原子力防災対策について 

         http://www.kyuden.co.jp/torikumi_nuclear_disaster_measures.html 

        ○九電グループ統合報告書 

         https://www.kyuden.co.jp/ir_library_integratedreport2022.html 

        〇九電グループＥＳＧデータブック 

       https://www.kyuden.co.jp/ir_library_esg.html 

 

 (添付資料) 

    玄海及び川内原子力発電所に係る平時の周辺住民への情報提供状況について 

 

以 上

①

http://www.kyuden.co.jp/nuclear_index_8610.html
http://www.kyuden.co.jp/company_pamphlet_book_plant_index.html
http://www.kyuden.co.jp/torikumi_nuclear_disaster_measures.html
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添付 
 

玄海及び川内原子力発電所に係る平時の周辺住民への情報提供状況について 
 

実施項目 

【区分番号】 
実施概要 実施時期等 ※１ 

訪

問

活

動 

・

見

学 

会 

訪問活動 

【②・③・④】 

◇原子力発電所の状況を説明 

・原子力発電所の現況 

・安全対策の状況 

・廃止措置の状況 

・原子力防災対策・訓練の状況  

・避難計画の概要 等 

玄海地域： 

○発電所周辺地域における全戸訪問 

  ・2022年12月～2023年１月 

  ・訪問戸数：約7,000件 

  （資料のポスティングを実施） 

○主要オピニオンリーダーへの訪問活動 

・都度実施 

川内地域： 

○主要オピニオンリーダーへの訪問活動 

・都度実施 

原子力発電所見学会 

【①・②・③・④】 

◇原子力発電所の状況を説明 

・放射線と放射線管理の状況 

・原子力発電所の現況 

・安全対策の状況 

・廃止措置の状況 

・原子力防災対策・訓練の状況 等 

玄海：約4,300名 
川内：約1,700名 

情

報 

公

開 

・

発

信 

広報誌 

【②】 

◇広報誌の発行（新聞折込等） 

玄海地域：玄海だより 

川内地域：なぎさ 

・原子力発電所の現況 等 

(発行月) 

玄海地域： 

・2022年10月、2023年3月 

・約3万部/回 

川内地域： 

・2022 年 5 月、2022 年 9 月、2023 年 1 月 

・約3万部/回 

ホームページ掲載 

【①・②・③・④】 

◇当社の原子力発電 

◇発電施設電子パンフレット（玄海、川内） 

◇原子力防災対策について 

 ・施設の状況に応じた緊急事態区分の 

考え方 

◇九電グループ統合報告書 

◇九電グループＥＳＧデータブック 

常時 

原子力に関する資料

の公開 

【①・②・③・④】 

◇原子力事業者防災業務計画 

◇発電用原子炉設置変更許可申請書 

◇環境放射線(能)の測定結果 等 

常時 

玄海エネルギーパーク及び川内原子力 

発電所展示館の原子力情報公開コーナー

に配備 

※１ 対象期間：2022年度（2022年4月～2023年3月） 

【区分番号】：①放射性物質及び放射線の特性 

②原子力発電所の概要 

③原子力災害とその特殊性 

④原子力災害発生時における防災対策の内容（緊急時に取るべき行動を含む。） 



資  料 

 

 

１．訪問活動 

○玄海地域 

・原子力の安全確保を最優先に 2050 年カーボンニュートラル（脱炭素社会）の 

 実現に挑戦します！ 

・玄海原子力発電所の安全性向上に向けた取り組み 

・玄海原子力発電所における安全対策の取組みについて 

・玄海原子力発電所１,２号機の廃止措置の実施状況について 

・玄海原子力発電所の使用済燃料貯蔵対策について 

 

○川内地域 

  ・川内原子力発電所は運転期間の延長を申請しました 

  ・日本のエネルギーについて 

  ・川内原子力発電所見学のご案内 

 

２．広報誌 

・玄海だより（玄海地域）  

・なぎさ  （川内地域）  

 

 

②
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原子力の安全確保を最優先に

2050年カーボンニュートラル(脱炭素社会)の

実現に挑戦します！

皆さまからのご質問にお答えします。

電気が余ったときに、電気を貯めておくことはでき
ないの？

九電グループでは、
世界最大級の大容量蓄電池システムを備えた
豊前蓄電池変電所を
運用しています。

ただ、出力が小さく、
貯められる量には限りが
あります。

豊前蓄電池変電所（出力5万kW 容量30万kWh）

九電グループでは、出力調整に優れ､再エネの
導入拡大や電力の安定供給に貢献する
火力発電の高効率化に取り組んでいます｡

また､燃焼時にCO₂が発生
しない水素・アンモニア等
を活用した発電や､CO₂回収
技術の適用検討など､
技術開発に取り組みます。

高効率のコンバインドサイクル発電方式
を採用した新大分発電所

CO₂を出す火力発電は、今後どうしていくの？

九州電力株式会社 玄海原子力総合事務所
〒847-0861 唐津市二タ子三丁目213番地 TEL：0955-80-2211
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〇 現在、日本はエネルギー資源のほとんどを輸入に頼っており、エネルギー自給率

（国産エネルギー）は１２％程度です。

〇 将来に向けて電力の安定供給を継続していくためには、エネルギー資源を安定確
保し、エネルギー自給率を向上させる必要があります。

〇 地球温暖化の原因の一つと言われているのが、CO2（二酸化炭素）排出量の
増加です。火力発電を主とする日本は、発電に伴うCO2の排出量が日本全体の
排出量の約４０％を占めています。

〇 2050年のカーボンニュートラル達成のためには、発電時にCO２を出さない
再生可能エネルギーの拡大と原子力の最大限の活用が必要です。

主要国の一次エネルギー自給率比較（2019年）

これらを踏まえ

これ
九電グループは、様々な発電方法を
バランスよく組み合わせる「エネルギーミックス」によって、
電力の安定供給とカーボンニュートラルを目指します

〇 各発電方法には特色があります。

九電グループは、2050年のカーボンニュートラルに挑戦します！

発電方法 特 色

火 力

つくる電気の量を調整しやすい
発電する時にCO２が出る
燃料のほとんどを海外からの輸入に頼っている

再

エ

ネ

太陽光
風 力

自然のエネルギーなので資源がなくなる心配がない
発電する時にCO2を出さない
発電量が天気に左右される

地 熱
水 力

自然のエネルギーなので資源がなくなる心配がない
発電する時にCO２を出さない
発電所をつくれる場所が限られている
発電量が天気（雨の量）に左右される〔水力〕

原子力

少ない燃料でたくさん発電でき、発電する時にCO2を出さない
使用済燃料の9割は再利用できる
放射性物質を扱うので厳しい管理が必要
放射性廃棄物の適切な処理・管理が必要

原子力

風力

地熱

太陽光

出典：JCCAウェブサイト（https://www,jccca.org/）より

2030年度におけるエネルギー
需給の見通し（電源構成）

出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー」2021年度版

※四捨五入の関係で、合計が100％にならない場合がある。
※再エネ等（水力除く地熱、風力、太陽光など）は未活用エネルギーを含む

エネルギー転換部門
(発電所、製油所等)

電力の安定供給への取り組み

カーボンニュートラルへの取組み
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玄海原子力発電所の安全性向上に向けた取り組み

当社は、国が福島第一原子力発電所の事故を教訓として定めた安全基準（新規制基準）に基づき、玄海原子力発電所において様々な安全対策※を実施して
再稼働した後も、安全安定運転を継続しています。

現在、更に安全性を向上させるため、次のような工事を実施中です。

特定重大事故等対処施設の設置工事

玄海原子力発電所３，４号機の特定重大事故等対処施設（特重施設）を
設置する工事を実施中です

〔３号機：2022年12月、４号機：2023年2月完成予定〕

〇 故意による大型航空機の衝突等のテロリズムにより、現在設置してある
安全を確保するための設備が使えなくなり事故に至った場合でも、放射性
物質をしっかりと閉じ込め、周辺環境に影響が及ばないようにするための
施設です。

〇 具体的には、万一、事故に至った際に「原子炉格納容器の中を冷やす
（冷却する）ための設備」や、原子炉格納容器内の圧力が上がった場合に
「圧力を下げる（減圧する）ための設備」の設置工事を行っています。

【特重施設の概略図】

が一の重大事故に備えた訓練〔運用（ソフト）面〕

事故時の原子炉格納容器内の
圧力上昇を抑え、放射性物質
の放出量を大幅に低減させる
装置

現在運用中の重大事故に対処するための指揮所（代替緊急時対策所）の
支援機能を充実させるために、新たな指揮所（緊急時対策棟）を設置す
る工事を実施中です

緊急時対策棟の設置工事

〇 原子力発電所で重大事故等が発生した場合は、指揮所を設置し事故収束
を図ります。

〇 現在、玄海原子力発電所では、2013年7月に施行された国の基準（新規
制基準）に適合した指揮所（代替緊急時対策所）を設置し運用しています。

〇 更に、緊急時対策要員（指示要員、現場作業員）が、より一層確実に重
大事故に対処できるよう、要員の収容スペースの拡大や休憩室の整備等の
支援機能を充実させた「緊急時対策棟」の設置工事を進めています。

【緊急時対策棟の概略図】

〔電源設備〕

原子炉格納容器内を
減圧するための設備

原子炉内を減圧する
ための設備

※ 実施済の安全対策については、裏面を参照ください。

2022年11月

原子炉容器内を冷却するための設備
原子炉格納容器内を減圧、冷却するための設備

〔操作室〕

〔冷却〕

〔減圧、冷却〕
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当社原子力発電所における主な安全対策（玄海原子力発電所の取組み事例） 万が一の重大事故に備えた訓練 福島第一原子力発電所事故の進展 

 九州電力は、福島第一原子力発電所事故を教訓として、事故発生直後から発電所の設備（ハード）と、運用管理（ソフト）の両面で、更なる安全対策に取り組んでいます。 

規制の枠にとどまることなく、当社が積み重ねてきた経験

に加え、国内外の最新の知見や教訓、社内外の第三者の

視点も活用しながら、より高みを目指した原子力発電所の

安全性・信頼性並びに技術力の向上に、自主的かつ継続

的に取り組んでまいります。 

更なる安全性・信頼性向上への取組み 

② 
異常の拡大を 

防ぎます 

重大事故防止に必要 
な電力を確保するため、 
多種多様な発電機を  
配備※しました 

※敷地高さ：海抜約 16～28ｍ 

③ 
燃料の損傷を 

防ぎます 

燃料の冷却を確実に
実施するため、多種
多様なポンプを配備※

しました 
（④の対策にも活用） 

※敷地高さ：海抜約 28ｍ 

④ 
原子炉格納容器 
の破損を防ぎます 

原子炉格納容器の 
冷却手段の多様化 
に加え、水素濃度の 
低減策として水素除去
装置を配備しました 

⑤ 
放射性物質の放出 
及び拡散を抑えます 

万が一の原子炉格納
容器の破損に備え、 
放水砲や水中カーテン 
を配備しました 

WANO ピアレビューオープニング会議 

 

高圧発電機車の電源ケーブル接続 

 

高圧発電機車による電源供給(夜間) 

 移動式大容量ポンプ車の設置 

ホースの運搬・設置（夜間） 

放水砲による放水 

シミュレータを使用した運転操作 

 代替緊急時対策所での訓練 

○WANO ピアレビュー…世界の経験豊富 

な専門家チームが各発電所を訪問し、 

活動状況を最高レベルと比較、評価を 

行い、発電所に改善等を提案する活動 
  （WANO：世界原子力発電事業者協会） 

 

【取組み事例】 

① 
異常の発生を 

防ぎます 

想定される最大の基準
地震動を踏まえた耐震
対策を実施しました 

科学的に起こり得る 
最大規模の自然災害 

への備えを強化 

敷地の高さは、海抜よりも１１ｍ高く、想定される
最大の津波に対しても、原子炉施設の安全性に
影響がないことを確認しています 

最大風速 100ｍ/秒の竜巻を想定
した対策を実施しました 

「原子力総合パンフレット 2017（日本原子力文化財団）」 
を参考に作成 

地震発生 

原子炉が自動停止 

外部からの電気を喪失 

非常用発電機が起動 

原子炉の冷却を開始 

津波襲来 

全ての電源を喪失 

燃料を冷却するため 
の機能を喪失 

燃料が損傷 

放射性物質及び水素が
原子炉格納容器から 
原子炉建屋へ漏えい 

水素が原子炉建屋内に
蓄積し水素爆発が発生 

放射性物質が 
大量に外部へ放出 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

※万が一の重大事故に備え、勤務時間外や休日・夜間においても、速やか 

に対応できるよう、常時、52 名による対応体制を整備しています。 

 これからも、私たちは、安全性・信頼性向上への取組みを自主的かつ継続的に行い、みなさまに安心していただける原子力発電所をめざしてまいります。 
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玄海原子力発電所における安全対策の取組みについて
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玄海原子力発電所１，２号機の廃止措置の実施状況について 
 

○ １号機については 2017 年７月 13 日から、２号機については 2020 年６月 29 日から廃止措置作業を開始しています。 

○ １，２号機の廃止措置の作業は、国の認可を得た廃止措置計画に基づき、安全かつ着実に進めているところです。 

○ 現在、２号機の原子炉周り等の放射性物質による汚染のある１次系設備の汚染状況の調査や、１，２号機の汚染のない２次系設備の解体等を進めています。 

○ 30 年以上に及ぶ長期の工程となりますが、皆さまの安全確保及び周辺環境保全を最優先に、着実に進めてまいります。 

 
 

 
  

 

 

 

 

 

 
 

○廃止措置は、長期にわたるため、大きく４段階に分けて実施します。現在、１，２号機とも、第１段階の「解体工事準備」を実施しています。 

 
 

廃止措置の概要 
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〇 当社は、使い終わった燃料（使用済燃料）を青森県六ケ所村の日本原燃㈱再処理工場へ搬出することを基本方針としており、それまでの間、使用済燃料を一時的に 
発電所にて保管します。 

〇 玄海原子力発電所においては、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵余裕を確保するため、以下の２つの対策を実施し、貯蔵方式の多様化による貯蔵の強化を図っています。 
① 当社及び他社において多くの実績のある「リラッキング（稠密化）」の工事（玄海３号機の使用済燃料プールの貯蔵能力変更） 
② 国内外で多くの実績があり、福島第一原子力発電所における地震や津波に対しても安全が確保された「乾式貯蔵施設」の敷地内への導入 

 
〇使用済燃料プールでは、原子炉から取り出された使用済燃料を冷却します。 

プールでの貯蔵は ため、原子炉から取り出したすぐ後の冷却
が進んでいない使用済燃料の貯蔵に適しています。 

 
〇リラッキングとは、使用済燃料を収納する格子状の棚（ラックセル）に、核分裂

反応を引き起こす中性子を吸収するほう素を添加したステンンレス鋼を採用し、
ラックセルの間隔を縮小するものです。 

 

〇リラッキングにより、貯蔵容量が増加（1,050 体→1,672 体〔＋622 体〕）      
しますが、未臨界性、冷却性、遮へい性など十分な安全性を確保する設計とし、 
リラッキング前と同等の安全性を確保します。（玄海４号機、川内１，２号機は実施済） 

 

〇昨年９月に、第１期工事（全８ブロックのうち３ブロック）が完了し、運用を開始し

ています。今後、第２期工事（３ブロック）、第３期工事（２ブロック）についても、

定期検査を除く期間に工事を進めていきます。〔2024 年度完成予定〕 

〇乾式貯蔵容器は、収納している使用
済燃料からの熱と放射線を考慮し、
「 閉 じ 込 め 」、「 臨 界 防 止 」、   
「遮へい」、「除熱」の４つの安全 
機能を備えています。 

 

〇現在、詳細設計にあたる設計及び工事計画認可申請の準備を進めています。 

【乾式貯蔵容器】 

【乾式貯蔵建屋】 

ほう素添加ステンレス銅 

玄海原子力発電所の使用済燃料貯蔵対策について 

① 玄海３号機 使用済燃料プール貯蔵能力変更（リラッキング）の概要  ② 乾式貯蔵施設の概要 

ブロック 

Ｈ 

ブロック 

Ｇ 

ブロック 

Ｆ 

ブロック 

Ｅ 

ブロック 

Ｄ 

ブロック 

Ｃ 

ブロック 

Ｂ 

ブロック 

Ａ 

使用済燃料ﾗｯｸｾﾙ 

※国内外で多くの実績あり 

【例】日本原電㈱東海第二発電所 

燃料集合体 

〇乾式貯蔵施設は、乾式貯蔵容器と乾式

貯蔵建屋から構成され、発電所敷地内

に設置します。 

 
〇乾式貯蔵容器は、

ため、十分に冷却された使用済燃
料の貯蔵に適しています。 

【貯蔵容量】 
乾式貯蔵容器 40 基 
（燃料集合体で最大 960 体） 

【運用開始時期】 
2027 年度目途 

 

2022年11月
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川内原子力発電所の運転期間延長認可申請について

詳しくは当社ホームページをご覧ください

川内原子力発電所は

運転期間の延長を申請しました

２０２２年１０月

今後とも、地域の皆さまに安心し信頼していただけるよう

川内原子力発電所の安全・安定運転に万全を期すとともに

積極的な情報公開に努めてまいります

【４０年運転期間満了日】

１号機：2024年7月3日

２号機：2025年11月27日

川内原子力発電所は、１号機が2024年、２号機が2025年

に運転開始から40年を迎えます。

当社は、「電力の安定供給」と「発電時のCO2削減」を両立

するため、安全性の確保を大前提に、原子力発電の最大限

の活用が必要と考えます。

このたび特別点検や劣化状況の評価を行い、設備の健全性

を維持できることを確認しました。

このため、20年間の運転期間延長を国に申請しました。

九州電力株式会社

〒

TEL

40年
最大

20年

最大

60年

 

出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー」2021年度版

運転期間を延⻑するかどうかは、どうやって決まるの︖

運転延⻑の認可を受けている原⼦⼒発電所ってあるの︖

・関⻄電⼒㈱の美浜発電所３号機（福井県）、高浜発電所１、２号機（福井県）、
⽇本原⼦⼒発電㈱の東海第二発電所（茨城県）は、運転延⻑の認可を受けてい
ます。

・海外においては、アメリカ（50基）、フランス（20基）などで、40年を超えて
運転しています。

(2022年9⽉7⽇時点。第31回原⼦⼒⼩委員会における資源エネルギー庁資料より)

運転延⻑した後の、設備の点検や検査はどうするの︖

・⽇常の点検やメンテナンス、約１年ごとに⾏う定期検査に加え、運転開始から
50年を迎えるときには、重要な設備について、改めて「経年劣化に関する評価」
を⾏い、健全性が確保されることを確認します。

2022.12

 

・法律では、原⼦⼒発電所の運転期間は40年
とされ、国の認可を受ければ、１回に限り
最⼤20年延⻑することができます。

・当社の延⻑申請について、原子力規制委員
会による審査が⾏われます。

・審査中においても、⿅児島県の「川内原⼦
⼒発電所の運転期間延⻑の検証に関する分
科会」などの場で説明します。

＋ ＝
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●取替えの難しい原子炉容器などについては、今回「特別点検」を実施し、異常が

ないことを確認しました。

●「電力の安定供給」と「発電時のCO2削減」を両立するためには、安全性の確保

を大前提に、原子力発電を活用することが必要であると考えています。

■ 日本の2030年度における電源構成

●運転開始以降、安全性の維持・向上を図るため、材質の改良なども踏まえ、定期

検査の際に、設備や機器を「新しいもの」に取替えています。

●運転を延長しようとする期間におい

て、機器・構造物の特性や強度が

「許容値」を満たすかどうかを評価

しました。

●評価の結果、２０年間の運転延長が

可能であることを確認しています。

■ 評価のイメージ

長期間運転時点
の評価値

運転時間

許容値

初期値

現時点で

の評価値

特
性
・強
度
な
ど
の
経
年
劣
化

経年劣化の例

（割れ、摩耗等）

●日常の点検やメンテナンスで、異常の早期発見や予防に努めています。

さらに、約１年ごとに原子炉を止めて行う「定期検査」で、機器の詳細な

点検を行い、設備の健全性が維持されていることを確認しています。

●運転開始から３０年を迎えるときには、重要な設備について「経年劣化に

関する評価」を行いました。この評価は１０年ごとに実施することにして

おり、今回４０年目の評価も行っています。

発電所の点検や検査はどうしているのか

なぜ原子力発電の活用が必要なのか 発電所の設備は古くなっているのではないか

設備の経年劣化をどのように評価したのか

データ採取状況

蒸気発生器
取替状況

【日本のエネルギー事情】

・エネルギー資源の８割以上を輸⼊に頼る⽇本では、国際情勢が不安定な中、
「資源の安定確保」が課題です

・地球温暖化防止のため、「CO2の排出削減」が急務です

出典：資源エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給見通し」
（関連資料）をもとに作成

【国のエネルギー政策】

・「エネルギー基本計画」では、原⼦⼒に
ついて、国⺠からの信頼確保に努め、安
全性の確保を⼤前提に、必要な規模を持
続的に活用していくことが示されました

・これを踏まえ、2030年の原⼦⼒発電の
⽐率は、20〜22％程度とされています

【原⼦⼒発電の特徴】
・少ない燃料でたくさん発電でき、数年にわたって
国内にある燃料でまかなえる

・燃料価格変動の影響を受けにくい

・発電時にCO2を出さない

再エネ

原子力

LNG

石炭

石油等

18％程度
6％程度

37％程度

32％程度

7％程度

36％〜38％程度

2％程度

1％程度

20％程度

19％程度

20％〜22％程度

水素･ｱﾝﾓﾆｱ
再エネ

原子力

LNG

石炭石油等

2019年 2030年

：主な取替箇所

：特別点検内容

Q

Q Q

Q

原子炉格納容器

鋼板の内外表面
について、カメ
ラなどを用いて、
「塗装のはがれ」
や「腐食」など
の異常がない
ことを確認

：特別点検箇所

原子炉建屋

原子炉容器
対象部位（a〜c）に
ついて、ロボット、
カメラなどを用いて、
「傷」などの異常が
ないことを確認

コンクリート
構造物

構造物からサンプル
を採取し、「強度」
などが確保されてい
ることを確認

主変圧器
所内変圧器

低圧給水加熱器

原子炉容器
上部ふた

制御棒クラスタ
駆動装置

蒸気タービン

発電機回転子

高圧給水加熱器

蒸気発生器

a.

c.

b.

制
御
棒

安全性が大前提

一

原子力の必要性

特別点検

機器の取替

高経年化
技術評価

定期検査
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